
不磁産業期兄謂庭翻操(平成5年4月)

1.不忍産業向経営の状況

弔或5年5月24日

鮒比誕弛も朝交所

包語否者:廷穀倉、国土庁)

アンケート司誼をもとに4月1日時点の碕産業唯営の拠兄について守萄産業難波撒針械し、

業種毎の経営の状況佃泊を見てみると、住完・智朗穣業は-48. 5、ビフl得鞍告が-33.

3、補産踊重業が-，20. 8であり、各業慢とも経営の状捌濃いという見かた移いといえる。

しかし、住諸・宅断譲業及問輔舗践について比 3ヶ月前の前団関舗に1bぺ良くなって

おり、また、 4月1日時点での3ヶ月後の周重しについてもそれぞれ+20.9，+30.3と製忠

治埼後も改善するとの見かたか多い。一志ビlレ賃貸業については4月1日時点での3ヶ月後の周置

しは-35. 4であり、今後も割防るとの則、t::.iJ渉、概して、住諸・詔船穣業及ひ潟産読

通業は経営の状態め浪くなっていく嵐歪にあるとの誠散の多く、ビパ須貸業信設営の状態カ寝くなっ

ていく調呈にあるとの謂蜘渉いといえる(表1)。

表l荷鹿業菊鹿撒について (5年4月1日時刻

4月1日現在 惨考)前問題時点(1月 1日)

経営の状況 3ヶ月後の経営の 経営の樹見 3ヶ月後の経営の

見通し 見通し

ti諸・窃紛譲業 -48. 5 + 2 O. 9 -63. 6 -2. 3 

ピコレ賃貸業 -33. 3 -35. 4 -22. 9 -43. 8 

不髄掘醸 -2 O. 8 + 3 O. 3 -63. 3 -8. 7 

不軍産業製閤轍併問妨法については ι汗のとおり。

i璃産業戴耳目撒=

{値いとする巨陰数X2+やや良いとする恒陪掛

一仲キ癒いとする巨階数十惑いとする回答数X2)}+2+全巨浴数x100 

..ー ーー ーーー・・ ーーー ーーー・‘・・・ーー.ー・・ー・ーーーーーーーーーーー ・ーーー ーーー・..ー・ー・ーー ーー..ーーー ...ーーー ・ーー ー・・・ーー...ーーーーーーー・・ー...ーー......ーーー ーー・

注:不忍産業製周協拠点回答の全てカ糧営の状況を良いとする場合十 100を示し、

医踏め全てカ糧営の4対応を悪いとする場合はー 100を示す。
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(参考)不毅産業記摺見に関するアンケート飯盛の結果について

表1-1 4月1日現在の経営の制見 (f.弧内l措治ω)

良い やや良い 部E やや惑い 惑い

住子包・宅出う謎業 1 ( L 5) 5(7.4) 1 1 (16.2) 29(.位。 2 2 (32. 4) 

ピル賃貸業 o ( 0.0) 2(8.3) 8 (33.3) 1 0 (4Lη 4 (16.η 

不離踊膿 。(0.0) 1 1 (18. 3) 2 4 (40.ω 1 4 (23.4) 1 1 (18.3) 
」司-

記-2 4月1日現在の3ヶ月後の経営の周麗し

良くなる やや良くなる 翻コらない やや悪くなる 悪くなる

住箔・宅出う畿業 4(6.0) 2 8 (4L 8) 2 9 (43.4) 4(6.0) 2 ( 3.0) 

ビ〉レ:賃貸業 o ( 0.0) 0(0.0) 9 (37.5) 1 3 (54. 2) 2 ( 8.3) 

不磁産部監業 3(4.9) 3 4 (55.η 2 1 (34. 5) 3(4.9) 。(0.0) 

一『ーー」一 ー-'--ーーー

剥.-3 前回庭菌時点(!月 1日)の経営の状侃(参考)

良い やや良い 部車 やや悪い 惑い

住箔・宅地分譲業 2 (3.0) !( L 5) 4(6.1) 2 9 (43.9) 3 0 (45.5) 

ビ〉レ:賃貸業 1(4.2) 2 (8.3) 7 (29.2) 1 3 (54. 2) 1(4.2) 

不破産漏蚤業 。(0.0) 1 ( L 6) 1 0 (15. 6) 2 4 (37.5) 
2 9 (45.一3一一)一一一」

」ー

華社-4 前底調草寺点(!月 1日)の3ヶ月後の経営の庖毘し惨考)

良くなる やや良くなる 劉コらない やや費量くなる 悪くなる

位認・宅出3穣業 2(3.0) 9 (13. 6) 4 4 (66.η 6(9.1) 5(7.6) I 

ピル賃貸業 。(0.0) 1 4 (22. 2) 3 2 (50.8) 9 (14. 3) 8 (12.η 

不毅産流iilt業 。(0.0) 。(0.0) 8 (33.3) 1 1 (45.8) 5 (20.8) 
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2.業観l如蹴甘・5腕 1跡鋤I鴫

(日住諸・型的;兵業

{誼・制的議勢調地政掛字数の動向についてl木全体楠4献消棚と比べてt助副駒にあ

ると回答しており、減目湘旬にあるとする回答より多い。戯欄伎の動向については全体時舗

と上わて減到頃句にあるとする回答拭増加頃句にあるとする回答よりも若干多い。窃車戸数の動

向については全体楠7鋤清棚と上れて減少楠旬にあるとしている。販売樹齢動向について

は全体首湖t.l:t<<て上昇憤旬にあるとする回答は働、な変わらないとぽ下傾匂にあるとする

回答れ約5l!i1.げつを占めている (若{2-1)。

認4 住箔・宅出耀業D状況について

用勝関与件数 脚切F撒 お範ヨ数 販売価格の謝句

区分

計i;;211増横減

加ば少 カ日iば 少 少 ばi泊 昇わ下

:領!い;傾 傾い領
1 領向l い 傾向

傾jら領

圏域 :向 .向 向;向 :向な 向
い

全 実数

ωj?221591 42ま923211a2 2 町:Z334157L67ijaasa F0lZ2911i 位346i43a4 s 
% 

東 実数 37! 1 6 ! 1 5! 6 71115140116 70i48jl B j4 39i:O:j21j :l B 

京

i 68.6i 25.7i 5.7 

-ee.........EE---:--------••• e • --------

国 % 43. 2 ， 40. 5 ， 16. 2 211，56.3，22.5 ，53.8，46.2 
体

14 ! 5! 8! 1 32j10j18j4 32 2 3 8 1 14 2 6 6 大 実数

阪 ...............・・ ・・・・・・・・・・・ー..・ー.

1 719 i 25. 0 1 3. 1 14.3 ， 42. 9 ， 42. 9 圏 % 135.7157.117.1 i 313 i 56. 3 i 12. 5 

注1)1業献tマンション、戸建亡、土地のそれぞ;相こついて回答したものを合計してい

るた記入項目によっては回答数がアンケート回収数を上踊っている場合がある。

2)東京国:茨城県埼玉県千葉尽東京旗持剥11民

メ抜圏:京都府、対局存、兵廟思奈良県俵 2-2について向者向。

qδ 
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(2)ビル賃貸事業

笠窪のJ閃兄iこついては古棚と比べて輸噸向にあるとする回答カ治団及び対周塑て納5乱東

京歯でl揃 6割ある。蹴泣斡の動向については、全国においては京翻と比べて変わらないとする

回答カ納日割あり、仮下傾旬にあるとする巨搭は上昇鯛句にあるとする回答より若干多い(表 2-2)。

裁一2 ビJ頃貸業D府知こついて

空室の出兄 蹴滋蔀4の動向

区分

言十 (1) (2) (3) 計 (1) : (2) : (3) 

減 横 増 上'変。低

少 lぎ 力E 昇;ゎ;下

傾 い 傾 傾 ら:傾

圏域 向 向 向 な: 向

ぃ;

実数 35: 4: 12: 1 9 1 9: 3‘1 2: 4 

全体 ....・ E ・・ー唱ー・・..守... ー』・..・.-.--.. 牟.守b・・ーー...・........・ーー・ ・ーーー・ーーー・ーー・.

% 114 ~ 34. 3 ~ 54. 3 ~ 15. 8 ~ 63. 2 ~ 21.1 

実数 16: 2: 4:10 9: 2: 4: 3 

東京圏 -・・...・ E ・・・・・ーー・..・・ .......ーー ーー・ー ー...... ・........・ーーー ・・..・........

% : 12.5: 25.0: 62.5 : 22.2: 44.4: 33.3 

実数 1 0 ~ 1 ~ 4 ~ 5 4 ~ 0 ~ 3 ~ 1 

対毘璽 一 --_..守・.....守ー ...ー.ー....ー....・........ ーー・ ...-.ー・......ー守.守ー・ーーー・

% : 10.0: 40.0: 50.0 : 75.0: 25.0 

注:1業者れ各施鋪こついて痘搭しているため、項目によっては回答蜘サンケ

ート回収数を上回っている場合がある。
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(3)不動産流通業

三大都市圏及び地方主要都市を 33地域に区分し、中古マンション、中古戸建住宅及び

土地の取引量及び取引価格の前月と比較した動向を、平成 5年 1月から 3月について整理

すると次のとおりである。

①取引景の動向

。売却依頼

各物件とも横ばいの地域が多いが、中古マンション及び中古戸建住宅については、

2月に増加傾向の地域が若干増えている o

2)購入依頼

各物件とも概ね横ばいの地域が多いが、中古マンション及び中古戸建住宅について

は、 1月と 2月において増加傾向の地域が大幅に増えているo

3)成約

各物件とも概ね横ばいの地域が多いが、中古マンション及び中古戸建住宅について

は、 2月を中心に増加傾向の地域が大幅に増えている。

②取引価格の動向

中古マンション及び中古戸建住宅については、横ばいの地域が多くなっている。土地

については、 2月までやや下落の地域が多いが、 3月において横ばいの地域が増えてい

る。

注・地域区分

東京鶴・ 12地域名古屋圏 :4地域大阪圏:1 3地域地方主要都市 :4地域
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*地域数:33 

表2-3売却依頼の動向

¥¥¥  
増加している地域 横ぱいの地域 減少している地域

1月 2月 3月 1月 2月 3月 1月 2月 3月

中古マンション 5 7 3 25 25 24 3 1 6 

中古戸建住宅 3 5 2 26 25 28 4 3 3 

土 i也 E 2 。23 26 26 9 5 7 

表2-4購入依頼の動向

¥¥  
増加している地域 横ばいの地域 減少している地域

1月 2月 3月 1月 2月 3月 1月 2月 3月

中古マンション 14 16 1 0 1 8 16 17 1 1 6 

中古戸建住宅 18 1 6 8 13 15 22 2 2 3 

土 地 8 8 7 23 22 22 2 3 4 

表2-5成約の動向

¥¥  増加している地域 横ぱいの地域 減少している地域

1月 2月 3月 1月 2月 3月 1月 2月 3月

中古マンション 7 1 6 10 22 13 20 4 4 3 

中古戸建住宅 3 10 B 24 19 23 6 4 2 

土 地 。。5 24 29 24 9 4 4 

表2-6取引価格の動向

¥ ¥¥  上昇 やや上昇 横ばい やや下落 下落

1月 211I 3月 U I 211 I 311 1月 2月 3月 111 I 211 I 311 1月 211I 311 

中古マンション 。。。。。。25 24 26 8 9 7 。。。
中古戸建住宅 。。。。。。19 19 22 14 14 11 。。。
土 地 。。。B 。。14 14 20 19 19 13 。。。
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(参考)

調査の概要

1. 目的

本調査は、不動産市場の動向、業況等について、的磁かっ迅速に把録することにより、

建設・国土行政に資することを目的とする。

2.調査対象

三大都市圏及び地方主要都市において不動産業を営む業者を対象に、不動産業の業種

(住宅・宅地分譲業、ピル賃貸業、不動産流通業)、事業規模(大手業者、中小業者)等

を考慮して、 240業者選定した。

3.調査時期

毎四半期c1月、 4月、 7月、 10月)

4.調査項目

①経営の状況

②取引状況等(成約状況、取引価格の状況等)

5.調査方法

郵送法によるアンケート調査

6.調査機関

建設省及び国土庁の委託を受けて、財団法人土地総合研究所(理事長 石原舜介)が調

査を実施。

なお、不動産流通業に係る取引状況等については、建設省の委託を受けて財団法人土地

総合研究所が実施している「不動産価格動向調査(モニター調査)Jより引用。

(参考)今回のアンケート回収率は次のとおり。

対象数 回収数

住宅・宅地分譲業 112 73 
ピル賃貸業 28 24 
不動産流通業 100 61 

計 240 158 

-7-

回収率

65.2% 
85. 7% 
61. 0% 
65.8% 

問合せ先

(財)土地総合研究所

稲野港、岩永

n03(3583)2391 


